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要旨：北海道では昭和 63 年制定の「道路トンネル設計施工要領」に伴い，NATM が矢板工法に代わってトン

ネルの標準工法に採用されている。一方，トンネル覆工は，冬期の厳しい気象現象に長い間曝され，加えて

沿岸部では飛来塩分や路面管理のための凍結防止剤散布などの影響を受けているが，昨今の社会経済状況

により，矢板工法のトンネルに対しても予防保全に基づいた効率的な維持管理の構築と運用を図

らなければならない。そこで本論文は，北海道における矢板工法のトンネル覆工に対する定期点検結果

に基づいた劣化状況と中性化深さ・塩化物イオン濃度における複合劣化を調査結果により検証している。 
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1. はじめに 

我が国では，高度経済成長期に数多くのインフラスト

ラクチャーが整備されてきた。このような状況下，橋梁

や山岳トンネルなど多くのコンクリート構造物で構成さ

れる道路構造物は，今後一斉に高齢期を迎える 1)などこと

が予想されている。しかし，これらは市民の社会生活で

は欠かせないインフラストラクチャーであるため，公共

事業費が減少するような社会情勢でも，市民の生活維持

のためには効率的かつ適切な維持管理がなさらなければ

ならない。特に寒冷地の北海道では，その環境による劣

化特性などを考慮したメンテナンスや維持管理システム

の構築とその早急な運用が求められている 2),3)など。 

北海道では本州に比較して都市間の移動や物流など

社会生活の多くを道路交通に依存しており，加えて他の

地域に比べて自然環境も厳しいため，長期間の耐久性を

必要とする山岳トンネルの維持管理に対する重要度は高

い。一方，北海道では昭和 63 年度に制定された「道路ト

ンネル設計施工要領」に伴って NATM が矢板工法に代わ

って山岳トンネルの標準工法に採用されているが，昨今

の社会・経済状況等により，今後も矢板工法の山岳トン

ネルをなるべく長い期間に供用していかなければならず，

予防保全に基づいた効率的な維持管理システムの構築と

運用を早急に図らなければならないのが現状である。 

そこで，寒冷地（特に北海道）の矢板工法で建設され

た山岳トンネルに対して，構造物や部材・材料等の劣化

性状の把握とともに，寒冷地の特性を考慮した予防保全

を基本とするライフサイクルマネジメント(Life Cycle 

Management : LCM)システムの構築を目的とした種々の

検討がなされているが，特に矢板工法のトンネルでは，

覆工コンクリートなどの部材等に対する長期劣化状況の

把握とそれらの予測手法の開発が重要な要素となる 4)。 

しかし，北海道において矢板工法の山岳トンネル

は，建設から約 25～30 年以上経過しているため，

長い間厳しい自然環境に晒されていることに加えて，凍

結防止剤の散布や沿岸部などは飛来塩分などによる劣化

を受けており，加えてトンネル覆工に対する定期点検

における健全度評価の判定は，5 段階のレイティング

（離散）値が基本であるため，その解釈や利用等が難し

く，さらには点検時期により判定基準が数回改定されて

いるため 5)，経過年等を検討軸とした長期にわたる一貫

した劣化評価が非常に難しいのが現状である。 

そこで本論文は，図-1に示す北海道における環境・気

候区分を文献 6),7)を参考にして分割し，さらに北海道開

発局が建設・管理する主に矢板工法の山岳トンネルにお
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図-1 北海道の気象区分 6),7)を修正 
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ける劣化現象をマルコフ遷移過程 8)と仮定し，さらに従

来の研究では用いている観測期間は短いが，本研究では

長期の定期点検における個々のトンネル覆工の健全度判

定区分値から劣化現象の遷移を求めて，その気象区分ご

とにおける経過年数に伴う変動特性を検討している。加

えて，矢板工法の山岳トンネルは供用から約 25～30 年

以上経過しており，冬期環境による長期劣化の兆候が表

れているため，トンネル覆工に対する材料劣化の基本性

状の収集のための強度試験・中性化深さ調査や塩分濃度

等の試験を実施して，それらを整理することで寒冷地の

トンネル覆工材料の複合劣化等の検証を行っている。 

 

2. 定期点検値に基づくトンネル覆工の劣化過程 

山岳トンネルの覆工に対する定期点検（表面の近接目

視点検）では，表-1に示す 5 段階の劣化判定区分値で得

られ，劣化過程はこれらが離散値であるために，供用開

始年や検査間隔に基づいたマルコフ連鎖モデルで表現さ

れることが多い。 

ここで，トンネル覆工における劣化区分値の遷移確率

行列を同定するには，同一の点検間隔で少なくとも 2 回

以上の点検値が取得され，加えて劣化区分のレベルが遷

移したサンプルが出来うる限り数多くあることが精度向

上の必要条件となる。本研究では，点検基準の改訂 9)以

降の定期点検値（平成 26 年～令和元年度）を用いている。 

2.1 マルコフ連鎖モデル 

山岳トンネルの覆工におけるマルコフ連鎖モデルは，

図-2に示すように，ある状態からつぎの状態への遷移過

程において，ひとつ前の劣化評価の区分値の状態に依存

する条件付き確率と考える。ここで，トンネル覆工の劣

化区分（ランク）値におけるマルコフ連鎖の遷移過程に

おいて，補修・補強などの人為的行為が施されない場合

は，離散時間の経過に伴って，常にある確率 piで劣化が

進行（1:Ⅰ⇒2:Ⅱb⇒2:Ⅱa⇒3:Ⅲ⇒4:Ⅳに遷移），または停

留 1-piする確率プロセスと考えられる。 

一般的に山岳トンネルの覆工においても，良好な状態

の劣化評価値Ⅰから終局的破損状態の評価値Ⅳまでの時

間的な遷移は，離散的な時間 1t , )( 12 ttt  の現象とし

ている．ここで時刻 tにおいて評価区分値 iのトンネル

覆工が，時間 tt  で評価区分 j に移行する遷移確率

ijp は式(1)となる。 

]|[ iXjXprobp tttij  
       (1) 

この遷移確率が，現在の状態のみに依存するならば

ijp は時間差 t にのみに依存する。 

2.2 時間依存型のマルコフ連鎖過程の同定  

一般的に山岳トンネルの覆工における点検頻度

は，管理者により定期点検の基本は 1 回 /5 年間隔

で実施され，判定区分Ⅱ以上と判定された山岳ト

ンネルでは以降，定期点検は 1 回 /2 年の間隔で実

施される場合が多い。また，点検項目は，①ひび

割れ ,②浮き・剥離 ,③漏水 ,④目地ずれ・開き ,⑤豆

板・空洞 ,⑥遊離石灰などにおいて損傷の有無など

により，トンネル覆工における各スパンに対して

表-１に示す Ⅰ，Ⅱb，Ⅱa，Ⅲ，Ⅳの 5 段階の損傷ラ

ンク（劣化区分値）を判断している。  

本研究では，このマルコフ連鎖モデルにおける遷移確

率行列を時間経過に依存する値と定義して，北海道にお

ける矢板工法により建設された山岳トンネル（137 箇所）

の覆工に対する定期点検（平成 26 年～令和元年度）より

得られた劣化区分値より，時間依存型のマルコフ遷移確

率行列の要素をそれぞれ同定する。 

ここで，時刻 tAにおいて定期点検より求められた劣化

区分値の個数 i，時刻 tBにおいて劣化区分 jに遷移した確

率行列 pi,jの各要素は，基本的には 2 回以上の定期点検結

果から得られる劣化区分値 i から区分値 j へ推移した個

数となり，具体的に i,jは，トンネル覆工の定期点検から

得られる 5 つの劣化区分Ⅰ,Ⅱb,Ⅱa,Ⅲ,Ⅳをとる劣化区分

値の個数より，式(2)のように求められる 10)。 

の個数

の個数かつ

itX

jtXitX
p BA
ij 
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
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)()(

A

     (2) 

さらに，この pi,j>0とした行列 Pk+1=Pは遷移確率行列

と呼ばれ，以下に示す式(3)に従う。 

 

表-1 損傷ランク（劣化区分） 

 

 

 

図-2トンネルの劣化区分におけるマルコフ連鎖モデル 

定義

利用者に対して影響が及ぶ可能性がないため、措置を必要としない状態

Ⅱb
将来的に、利用者に対して影響が及ぶ可能性があるため、監視を必要とする状

態

Ⅱa
将来的に、利用者に対して影響が及ぶ可能性があるため、重点的な監視を行

い、予防保全の観点から対策を必要とする状態

早晩利用者に対して影響が及ぶ可能性が高いため、早期に対策を講じる必要が

ある状態
利用者に対して影響が及ぶ可能性が高いため、緊急に対策を講じる必要がある

状態

区分
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ここで，山岳トンネルの覆工に対する劣化区分値は健

全な状態からⅠ, Ⅱb, Ⅱa, Ⅲ, Ⅳで表され，その状態は時間

的に遷移していくため，用いる定期点検値の期間ごとの

マルコフ遷移確率行列の要素は，式(2)により求められ，

点検期間ごとのマルコフ遷移確率行列は式(4)となる。 

     (4) 

またn個のマルコフ連鎖の状態確率は式(5)で表される。 

)]0(,),0(),0([)0( 21 nxxxX        (5) 

:)0(ix 覆工が初期状態においてランク iである確率 

ここで各時刻 m,,2,1  ステップ後における山岳トン

ネルのトンネル覆工に対する遷移した劣化区分の予測値

)(,),1(),0( mXXX  は式(6)となる。 

PXX )0()1(   
2)0()0()1()2( PXPPXXX   

                    (6) 

mPXPmXmX )0()1()(    

これら同定された期間ごとのマルコフ遷移確率行列

により,トンネル覆工の劣化状態の進展過程を表すこと

ができる。このようにトンネル覆工における経過年数別

における実際の点検値からマルコフ遷移確率行列を同定

すれば，経過年に伴って劣化状態が遷移していく過程が

得られる。ここでマルコフ連鎖モデルにおける遷移確率

の要素 pi,jを，長い期間における数多くの点検値から，精

度よく同定することが重要となる。 

 

3. トンネル覆工におけるマルコフ遷移確率行列 

3.1 時間依存型のマルコフ連鎖過程の同定  

矢板工法により建設された山岳トンネルの覆工にお

いて時間依存型のマルコフ遷移確率行列の要素を供用期

間（①20～39年，②40～59年）の劣化区分値を用いて同

定した結果を表-2(a)および表-2(b)に示す。 

表-2(a)および表-2(b)より，トンネルの供用年数に伴

って同一の劣化区分値の停留確率は少なくなり，またト

ンネル覆工の補修・補強による劣化区分の向上もみられ

る。ここで表-2(a)および表-2(b)において劣化区分Ⅳは，

供用中の山岳トンネルの覆工表面において，判定されな

い劣化区分であり（表-1の定義参照）本研究で使用した

点検値においても得られていない。 

3.2 地域別におけるトンネル覆工のマルコフ遷移確率  

次に同定した気象区分ごと（地域別：小樽，函館地区）

におけるトンネル覆工のマルコフ遷移確率（劣化区分値

の比率）を図-3(a)および図-3(b)に示す。 

図-3(a)および図-3(b)より，小樽地区のトンネル覆工

では経過年数 20～24 年において劣化評価値Ⅰはほぼ無

く，劣化評価値Ⅱb が 60％を占めており，冬期や日中と

夜間の気温差および飛来塩分などの環境が劣化状態の差

に表れたものと考えられる。加えて，小樽地区において

は経過年数 35～39 年と 50 年以降に対してトンネル覆工

の大規模補修が実施されており，劣化区分の比率を向上

させている。これら劣化区分図を参考にすることにより，
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表-2(a) トンネル覆工のマルコフ遷移確率行列 

（供用年数 20～39 年） 

 

 

表-2(b) トンネル覆工のマルコフ遷移確率行列 

（供用年数 40～59 年） 

 

 

 

図-3(a) 小樽地区における覆工の劣化区分比率 

 

図-3(b) 函館地区における覆工の劣化区分比率  
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矢板工法のトンネル覆工の長寿命化に対する補修・

補強計画や目標とする将来の管理指針等の策定が可

能となる。 

 

4. 覆工コンクリートの中性化深さと塩分濃度 

4.1 覆工コンクリートの中性化深さ 

コンクリートの中性化は，大気中の二酸化炭素が

コンクリート内に侵入し炭酸化反応を起こすことに

よって細孔溶液の pH が低下する現象である。 

中性化は水和物の変質と細孔構造の変化を伴うた

め，鋼材の腐食だけではなくコンクリートの強度変

化を引き起こす可能性もある 11)。また，中性化は炭

酸ガスのコンクリート中への拡散によって生じてお

り，式(7)に示すように中性化深さ C(mm) は中性化

速度係数 Aと経過時間 tの平方根に比例する。 

tAC            (7) 

ここで，矢板工法で建設された山岳トンネルにお

けるトンネル覆工の中性化速度係数と山岳トンネル

の経過（供用）年数との関係を図-4（点線は平均値）

に示す。図-4より，北海道のトンネル覆工では，経

過年数に伴って中性化深度は大きくなる傾向を示す

が，そのばらつきも大きく，様々な環境等の影響を

受けていると考えられる。 

次に，中性化速度係数とトンネル覆工の圧縮強度

の関係を図-5に示す。図-5より，中性化速度係数が

小さいトンネル覆工では圧縮強度が大きい傾向が見

られるが，ばらつきは大きく，データ取集・解析が

今後の課題となる。 

4.2覆工コンクリートの塩分（塩化物イオン）濃度 

塩分（塩化物イオン）濃度は，コンクリートの劣

化を促進する塩化物イオンが，飛来塩分（主に冬期

の季節風など）や凍結防止剤散布など外部環境から

供給される場合とコンクリート製造時に材料から供

給される場合がある。 

ここでは，コンクリートの塩化物イオン濃度は，

鉄筋コンクリートの鉄筋腐食において注目されるが，

本研究では，前述したように，中性化とともにトン

ネル覆工の性状の変化等を引き起こす可能性がある

ため，無筋コンクリートであるトンネル覆工に対し

ても塩化物イオン濃度の調査を実施して，コンク

リート材料における長期劣化傾向等の検討を行って

いる。一般的に，コンクリートに含まれる塩化物イ

オン濃度の拡散予測値 C(x,t)は，覆工表面の塩化物

イオン濃度 C0および拡散係数 Dap，経過時間 t，ば

らつきの係数γcl，コンクリートに含まれる塩化物イ

オン濃度 Ciとした式(8)となる 12),13)。 

 

図-4 中性化深さとトンネルの経過年数 

  

図-5 中性化速度係数と圧縮強度 

 

図-6 塩分含有量の坑口からの延長距離 

（深度:0～20mm） 

 

図-7 塩分含有量と経過年数（深度:0～20mm） 
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山岳トンネルのトンネル覆工における圧縮強度・中性

化深度・塩化物イオン濃度などの基本性状は，経過（供

用）年数にともなって変化すると考えられるが，これら

を観測や調査・試験に基づいて定量的に評価した事例は

少ない。そこで，トンネル覆工のコンクリート表

面部 (0~20mm)における塩化物イオン濃度と坑口

からの距離との関係を図-6 に示す。またトンネル

覆工のコンクリートの表面部 (0~20mm)における

塩化物イオン濃度と経過年数との関係を図-7 に

示す。図-6 より，トンネルの坑口からの距離に伴

い覆工のコンクリート表面部の塩化物イオン濃度

は急速（べき乗数的）に減少する傾向がみられ，

また図-7 より，ばらつきは大きいが経過年数に伴

ってトンネル覆工のコンクリート表面部の塩化物

イオン濃度は経過年に伴って多くなる劣化の進行

傾向がみられている。  

 

5. トンネル覆工における塩化物イオン濃度の実測値と

予測値について 

トンネル覆工における調査試験より得られたコンク

リートにおける深度別の塩化物イオン濃度の全ての平均

値と式(8)より求めた推定値との比較を行う。ここで，ト

ンネル覆工におけるコンクリート表面の塩化物イオン濃

度 C0（飛来塩分と凍結防止剤），拡散係数 Dap，コンクリ

ート中の塩化物イオン濃度 Ci を未知数として摂動法に

より同定している。まず，塩化物イオン量を調査した全

トンネルにおける平均の塩化物イオン濃度の式(8)によ

る同定値と実測値を図-8に示す。ここで調査トンネルに

おける平均中性化深さは約 15mm である。 

図-8 より，平均値においても実測値では平均深度

30mm および 50mm において塩化物イオンの濃縮現象が

見られ，矢板工法のトンネル覆工における中性化と塩害

の複合劣化現象が見られている。 

次に，日本海北と日本海南および日本海南と太平洋西

のトンネル覆工に対する塩化物イオン濃度の深度別の式

(8)による同定値と実測値を図-9(a),9(b)に示す。  

図-9(a)より，日本海北ではトンネル覆工表面部（平

均深度 10mm）における塩化物イオン濃度が高く，凍結

防止剤の散布量や冬期の季節風による飛来塩分量などに

よる塩害劣化を受けていると考えられる。またトンネ

ル覆工表面より平均深さ 50mm 以深における塩化

物イオンの濃縮は両地区とも同程度である。 

次に図-9(b)より，トンネル覆工表面部（平均深度

10mm）における塩化物イオン濃度は同程度であるが，
太平洋西では平均深さ 30mm において塩化物イオ

 

図-8 覆工コンクリート深度別の塩化物イオン濃度 

 

図-9(a) トンネル覆工の地域別塩化物イオン濃度 

（日本海北・日本海南） 

 

図-9(b) トンネル覆工の地域別塩化物イオン濃度 

（日本海南・太平洋西） 

 

表-3 凍結融解の危険度日数 
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ンの濃縮が高くなっている。ここで 4 地区におけ

る中性化の平均深さは全調査トンネルの平均値

15mm 程度とほぼ同じである。  

そこで文献 6)を参考にしてアメダス統計値より

各地域の凍結融解危険度日数を求めた結果を表-3

に示す。表-3より，太平洋西では，深度 30mm におけ

る塩化物イオン濃縮現象は，覆工コンクリートが保有す

る総塩分量では説明できないため，凍結融解によりトン

ネル覆工の表面劣化が進展し，覆工表面部の飛来塩分

や凍結防止剤等の浸透が原因と推測される。  

 

6. 結 論 

本論文では，寒冷地（北海道）における矢板工法で建

設された山岳トンネルのトンネル覆工に対して，それぞ

れの定期点検値より得られる健全度の判定区分から，劣

化の遷移動向を同定して，その地域性や気象区分に対す

る経過年数に伴う劣化現象の遷移特性を検討している。 

さらに，トンネル覆工における長期性状や劣化に対す

る基本情報の蓄積のため，強度試験・中性化深さ調査と

塩化物イオン濃度の調査試験値を整理し，コンクリート

材料における複合劣化の検討より以下の結論が得られた。 

(1) 経過年数に伴って遷移するトンネル覆工の劣化の

遷移過程（時間依存型マルコフ連鎖モデル）の提

案を行い，実際に得られているトンネル覆工の定

期点検値より遷移確率の要素を同定し，その時間

依存の動向を確認し，同時に具体的にその有効性

を示した。 

(2) 同定した遷移確率行列の要素の遷移傾向を基に，

トンネル覆工における劣化区分の変動予測が可能

であり，これらによりトンネル覆工に対する補

修・補強等の維持管理の効率化に対する有力な支

援情報と考えられる。 

(3) 寒冷地（北海道）におけるトンネル覆工（主に矢

板工法）に対する中性化深さと塩化物イオン濃度

では，坑口からの延長距離および経過年数との関

連が見られ，トンネル覆工では中性化と塩害の複

合劣化が進行している結果が得られた。これら

覆工における複合劣化現象の進行は本州に

比べて北海道では早いと考えられる。 

今後，寒冷地（特に北海道）における矢板工法で建設

した山岳トンネルの予防保全を前提とした維持管理には，

劣化度の現状把握と予測は不可欠であり，加えて覆工材

料の基本性能は重要な情報であるため，今後も，多くの

矢板工法のトンネル覆工に対する調査・試験や点検デー

タの蓄積を継続する予定である。最後に，貴重な矢板

工法のトンネル覆工に対する各種調査・試験結果

の提供を頂いた，北海道土木技術会，トンネル研

究委員会，TMS（トンネルマネジメントシステム）

分科会に感謝の意を表します。  
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